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私たちアイエックス・ナレッジ株式会社は、おかげさまで、このたび発

足5周年を迎えました。

コンサルティングからシステム開発・運用までの一貫サービス体制を

もつ独立系情報サービス会社としてスタートを切りましたが、この間、

母体となった2社の長い実績の基礎の上に立ちつつ、お客様の信頼獲

得を最優先として、事業基盤の強化に努めてまいりました。

お客様の視点に立ったコンサルティングとシステムづくり、そして納

期･品質の精度を一段と高めるよう、技術力の向上･人材育成そして社

内体制の充実をはかりました。また、新たな市場の要請に応じるべく、

さまざまなパートナーとの連携を含め、ソリューションサービスやアウ

トソーシングなど新たな業務へのチャレンジ参入を進めています。

こうした積み重ねにより、事業ビジョンとする「ITとビジネスのコー

ディネーター」として、また「お客様の利益をコミットする情報サービス

企業」として、お客様から安心してご注文いただける体制が整ったと

自負しております。

新会社としては、まだ5年という歴史の浅さですが、今またアイエッ

クス・ナレッジの“第2ステージ”に臨んで、かつての伝統と実績にもた

れることなく新鮮で自由な発想をもってお客様のご期待にお応えして

いきたいと決意を新たにしております。今後とも何卒よろしくお願い申

し上げます。

（2004年10月）

おかげさまで5周年を迎えましたおかげさまで5周年を迎えました

アイエックス･ナレッジ株式会社

代表取締役社長　安藤 文男

日本がリードする携帯文化

安藤：本日はIKIの5周年記念号にゲストと

しておいでいただき、本当にありがとうご

ざいます。

小野副社長には、日立製作所のIT部

門のトップというお立場、また、最近の「e-

Japan戦略Ⅱ」専門調査会委員というお

立場から“今後の日本のITの進む道”と

いった視点でいろいろお話をお聞かせい

ただければと思っております。

最初に、あれだけ成熟した国アメリカ

が、ITを牽引車としてさらなる経済成長

を実現したり、“眠れる獅子”と呼ばれた

中国もいま大変な経済成長にある。そう

した中で、バブル以降の10年余りの間に

疲弊した日本の経済・社会が、これから

元気を出すにはどうしたら良いとお考え

でしょうか。

小野：お隣の中国が「世界の工場」になり

つつあるということが、日本の、特に製造

業の競争力を結果的に弱めてきたわけ

です。日立製作所も、製造拠点をコスト

競争力のある中国にシフトしています。し

かし一方で、空洞化をさせないようにす

る対策も、企業経営にとってもきわめて大

切ではないかと思っています。

歴史の流れからすれば、アメリカも、日

本が非常に調子のよかったころ、“日本

あすへの対談
安藤社長・春日最高顧問が聞く ゲスト・小野　功（日立製作所代表執行役副社長）

IT日本の「強み」再発掘のために…

“個の視点”でモノづくり強化を

あすへの対談
安藤社長・春日最高顧問が聞く ゲスト・小野　功（日立製作所代表執行役副社長）

IT日本の「強み」再発掘のために…

“個の視点”でモノづくり強化を

「あすへの対談」特別版として、今回は株式会社日立製作所の小野功代表執行役副社長をお招きし、当社の安藤文男社

長、春日正好最高顧問との鼎談形式でお願いしました。話題は「e-Japan戦略Ⅱ」から「携帯文化」さらに「モノづくり」の

大切さへと展開しました。
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に学べ”ということがありました。日本は

むしろもう少し原点に立ってみて、“日本

の強みは何だろうか？”ということをもう一

度考えてみるべきではないかと思います。

それからもう1つは、いわば“個性化・

差別化の時代”になってきたという点で

す。衣料品でも安くて割りとしっかりした

規格商品がたくさん出まわっていますが、

最近は、むしろ高級ブランド志向、あるい

は人が持ってないものを持ちたいという

風に日本人のものの考え方が変わってき

たのではないかと思っています。顕著な

例が、デジタルカメラやフラットパネルのテ

レビなどで、きわめて高額なものがけっこ

う買われる時代です。

言い換えると、製造業全体が“個人”

という視点で物事を見ていかないといけ

ないのではないかと思います。大量に安

く作れば売れる時代が終わった、という

視点で「日本産業の空洞化をどうする

か」ということと「日本の製造業の復活」

ということを考えなければならないわけ

で、その際“個の視点”で物事を考える

べきではないかと思っています。「e-Japan

戦略Ⅱ」の専門調査会の委員になったと

きにもそのように申し上げました。

安藤：“個の視点”に立ったときに、「日本が

強いもの」をどう捉えておられますか。

小野：それは過去にもありましたし、現在も

あると思っています。例えばいまや“携帯

文化”になって、通話機能だけではなくて

携帯電話を使っていろいろな情報や動画

を入手するのは、やはり日本が一番進ん

でいます。

それから先ほど申し上げたデジタル化

した製品―カメラやテレビ―の技術、とく

にきれいな画像を見せる技術というのは

やはり日本が優れていると思います。そ

のようなものがいずれは評価される時代

になるのではないかと思います。それか

らコンテンツそのものも、日本には非常に

優秀なものがあります。

このような、いま日本が持っている優秀

な技術やコンテンツをベースにして、さら

に“個の視点”を考えながらやると、日本

産業の再生の道があるのではないかと

考えています。

安藤：例えば携帯でいうと、日本の市場が

世界で16～17％ぐらいですね。その中

で、端末機などは、まだまだその比率か

ら日本は脱却してないということがありま

す。例えば、ノキアの場合はトップです

ね。それとサムソンなど。アメリカでいうと

モトローラ。こうした企業が、ほぼ世界の

市場を牛耳っている。そうすると、今後、

携帯と言うのは非常に重要なキーになっ

てくるのかなと思うのですが、日本はどの

ような方向を目指すとお考えですか。

小野：文化の差というのが、まだまだ相当あ

るのだろうと思います。例えばモトローラ

にしてもノキアにしても、電話を使って話

せればいいというような製品が主体です。

要するにシンプル志向です。それに対し

日本の携帯電話は、いろいろな予約もで

きるというように、ありとあらゆることがで

きる可能性を秘めているわけです。そう

いうことを志向する文化と、欧米の文化

というのが相容れるものなのかはわかり

ませんが、私の期待は、むしろそういう

利用文化をもっと世界に発信していくべ

きではないかと思っています。

春日：関連して申し上げれば、数日前に、

フランスで日本式のiモードの加入が400

万を突破したというようなニュースが出て

おりました。いまおっしゃるような使い方の

文化を試みている一例ではないかと思っ

ていたのですが。

小野：「e-Japan戦略Ⅱ」で、“IT利活用”と

いう表現をしたのですが、実はそのとき

私は、なぜ“利”を付けるんだろう？ と

思ったのです。どうしても“利活用”にした

いと言うから、それはいいでしょうと（笑

い）。いまは“利活用”というのが標準語

になってしまっているので、それを使うと

して（笑い）。日本発のIT利活用文化を

世界に、もっともっと発信すべきではない

かと思っています。

IT利活用の知恵に期待

安藤：私が、日本はまだまだ十分期待でき

ると思っているところは、国民が商品サー

ビスに対して非常に厳しい目を持ってい

る点です。「e-Japan戦略Ⅱ」でも、「元

気・安心・感動・便利」な社会を目指して

いますが、こうした多様な利活用のあり

方については、これからいろいろな工夫･

努力が行われていくでしょう。非常に期

待値が大きいかなと感じます。

これを実現するには・・・、例えば、家

庭にネットを引くというのはまだまだ先の

ことでしょうし、携帯リモコンを使うとか、

外からいろいろとユビキタスでアクセスす

るというには、ネットの料金がますます安

くならなければいけない。それと、やはり

高速化ですね。あとはストレージを含め

た大容量がやはり家庭にも必要なってく

るかなと思います。

そうした利活用の観点から、「e-Japan

戦略Ⅱ」は今後どのような方向へ向かっ

ていくのでしょうか。

小野：いま国で予算をつけながらいろいろ

やろうとしているのは、先導的7分野です。

そのうちの一つの“食”というものを捉え

たときに、生産から流通段階を経て消費

者に届くまでの過程をトレースして、食の

安全を高めようということを進めています。

いわゆるトレーサビリティシステムですが、

食品につけるIDとして何を採用すべきか

議論してきました。

米国のものをスタンダードとして採用す

べきという意見と、日本のものをスタンダ

ードとして採用すべきという意見がありま

した。米国スタンダードのものは携帯の周

波数帯域と重なるので、それはだめだと

いう議論があったのですが、そこのとこ

ろは国もいろいろ検討して、いま両方を容

認する方向になってきています。

ひとつは、規制の問題が邪魔していた

ということがにあります。やはり規制は、

ITを使って国民の生活を「元気・安心・

感動・便利」にするために非常に大きな

障壁になったのは事実です。規制緩和を

徹底的にやっていくということが、お話の

あったようなアクセレイトのためには重要

だと思います。

規制緩和で典型的な例は、文書につい

てのものです。税務関連文書を電子化保

存が部分的には容認されたけれども、す

べて容認されているわけではありません。

保管コストが日本全体で非常に大きなコ

ストになっており、電子化を容認する方向

に規制を緩めていくことになっています。

そうなると、保管にはストレージが必

要。そのストレージも階層的な形のストレ

ージ構成になってくるでしょう。電子化さ

れたあと、あまり使わないものは安いコス

トのものに置いておくなど、よく使われる

ものと、ときどき使うものと、めったに使わ

ないものをストレージのコストに反映させ

た階層構成が必要になってきます。また

合わせてマイグレーションやアーカイブと

いった機能も、必要になってくるでしょう。

それから家庭の見守りとのための“e-

ホーム”というようなことについても、「e-

Japan戦略Ⅱ」の中で、議論しました。電

力線搬送技術というのがかなりできてい

ますので、電力線に情報をのせる方法も

検討されました。

安藤：コンセントで入るということですね。

小野：ええ。そういうことになると、一気にま

たいろいろな意味での普及が進むだろ

うということです。

ところが“ワットメーター”というのは規

制がありまして、ワンボックスになってなけ

ればいけないということでした。電力線を

通す口と情報を通す口と、最後のところ

では分けなければいけないわけですが、

そうなると規制にひっかかることになって

しまいます。

安藤：日本的ですね（笑い）。

小野：そのような規制はたいした問題では

なかろうと思ったのですが、いろいろと議

論しました。電力線の上に情報を載せる

という技術がかなりいいところまで来てい

ますが、まだ確立されていません。いま、

とにかくやる方向にしようということで、規

制の緩和方向になっています。

高額の通信料金を取られて家庭内の

e-ホーム化をしたり、見守りシステムをした

りということになってしまったのでは、何の

ためにするのかわからなくなります。規制

をしなければいけないところもあるのです

が、不必要な規制は撤廃していこうとい

う方向にあります。日立製作所社長の庄

山が評価専門調査会の座長を務めてい

ますが、そこでも規制緩和の議論をして

います。

春日：かなりつっこんだ個別的なところまで

目を配られるんですね。

小野：ええ。評価専門調査会はうまく機能

し始めていると思っております。今回の

e-Japan戦 略 Ⅱ は Plan Do Check

Actionをきちんとまわそうということが大

方針になっています。評価専門調査会の

ミッションはチェック機能であり民間の立

場で戦略が確実に実行されているかど

うか、その進捗状況はどうかといった観

点で評価しております。

「戦略」実現の牽引役を

春日：「e-Japan戦略Ⅱ」を具体的に実現し

ていくときに、支えというか担うという意味

で、枢要なプレイヤーが必要ですよね。

そういう意味で、日立製作所さんの存在

が相当重いのではないかと思います。要

するに、中心は内閣行政のところから、

末端は個人まで行くと思うのですが、そ

の中に、実にいまの話のように、さまざま

な既成の仕組みやシステム、あるいは方

法論が存在しているのを、いわば再組み

立てをしていくような部分が相当出てくる

と思います。そのような中で日立製作所

さんとしてはプレイヤーとしてどのように考

えて取り組んでいくかというビジョンのよう

なものがおありでしたら、お教えください。

小野：確かに私たちは、情報事業としての

コンセプトあるいはビジョンというものを掲

げていま進めているところですが、それと

は別に、いまお話のあったように、日立グ

ループ全体としてどう取り組んでいくか、

という問題も非常に大きなテーマであり

ます。日立製作所という会社ならびにグ

ループ会社を見ますと、いわゆる純粋の

社会インフラといわれるものから家電品、

情報、空調機など、あらゆるものを手がけ

てきています。そういう点で見たときに、

社会システム全体が複雑化すれば、日立

グループの持っている力をもっと結集をし

て、いわゆる事業のシナジーを活かせる

ようにしてやっていくべきだと思っていま

す。その旗振りはやはり情報グループが

やるべきだということでいま進めています。

例えば具体的には、情報通信グループ

と情報家電をやっているユビキタスプラッ

トフォームグループを一体運営するように

しています。いままでの情報家電はいわ

ゆる家電のテリトリーに入っていて、ある

意味では情報から見ると遠い存在でし

た。、洗濯機や冷蔵庫は家電のカテゴリ

ーですが、いわゆるデジタル家電品は情

報部隊と一緒にやっていこうという体制に

2年前にしました。

それからもう1つの具体的な事例は、

私どもに都市開発グループというのがご

ざいまして、従来はエレベーターやエスカ

レーターが中心だったのですが、都市開

発ということに一歩踏み込んでいろいろ

なものをやっていこうとしています。例えば

都市開発グループはITマンションのよう

小野　功（おの・いさお）
1968年（株）日立製作所入社、92年公共情報本部学術情

報システム部長、99年情報システム事業部長、理事就任、

2000年金融・流通システムグループ長＆CEO、01年上席

常務、02年情報事業統括本部長、専務取締役、03年執行役

専務、04年4月から代表執行役執行役副社長。東京工業大

学理工学部電気工学科卒、長野県出身、60歳。
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なものに取り組んでいます。エレベーター

だけではなくてマンションにセキュリティと

いうような付加価値を付けた提案をし、

デベロッパーと一緒にやっています。そう

なりますとセキュリティ技術というのは、情

報グループが持っているサイバーセキュリ

ティだけはなく、フィジカルセキュリティも含

めてトータルな提案ができるということに

なります。

情報グループ軸に「種」さがし

小野：それから1 0月 1 9日からI T S

（Intelligent Transport System）世

界会議が名古屋で開かれます。もともと

日立製作所は自動車部品を作っていま

したが、10月からは「トキコ」と「日立ユニ

シア」が「日立オートモーティブシステムグ

ループ」と一体になり、トータルなソリュー

ションを提供できる体制とします。ITSと

いうことで見ると、一緒にできる分野が相

当あります。ITSといっても、非常に幅広

いわけでして、今度のITS世界会議でも、

持ち運びできるiVDR（Information

Versatile Disk for Removable

usage）を活用し家庭でダウンロードした

コンテンツを車で見るというようなデモン

ストレーションをやります。ハードディスクそ

のものは情報部隊が開発をしております

が、それを自動車事業にも適用する、そ

のような事業シナジーを最大限にするよ

うな努力をしていきたいと思っています。

このあいだも会社の会議で、いまやサー

バーやメインフレームで動いているミドル

ソフトが車に載る時代だという話をしまし

た。例えばデータベースなどはもう車に載

せるという時代です。そのようなことを考

えますと、車の事業と情報の事業は非常

に密接な関係があります。ですから、もっ

ともっと情報グループがリーダーシップを

とって他のグループと一緒になって新しい

種を見つけてそれを育てていくべきだと

思っており、今一生懸命になって推進して

いるところです。

春日：お話のような構想を比較的短期間に

進めていこうとすると、例えば10万人規

模の多種多用な技術者集団が必要なぐ

らいに感じます。規模感というはどのよう

にお考えですか。いわば日立グループさ

んの再編ということの構想でもあろうと思

うのですけれども。

小野：再編というと、事業の20％の入れ換

えを行いたいというようなことを2年前に

庄山（社長）がIRミーティングで申し上げ

ましたら、アナリストの人たちが、「20％の

入れ換えは済んだのですか、済んでない

のですか」と、そればかりを聞いたんです

よ（笑い）。20％というのが別に意味があ

るわけではなくて、弱い事業はやめるな

りあるいはどこかと一緒になるなりして強

い事業に経営リソースをシフトしていくと

いうことを申し上げたわけです。でも20％

という数字だけが一人歩きしていました。

安藤：どうしても数値指標を捉えられること

が多いですからね（笑い）。

小野：結局はフル連結で見たときには、例

えば従業員の数も30万人強位で、実は

ほとんど変わってないのです。

それでいまどのくらいの規模かと聞か

れるのですが、いま情報部隊がだいたい

3分の1ぐらいです。10万人ちょっと切るぐ

らいの陣容です。情報グループの中も強

いものにシフトしていくということはやって

いかなくてはいけないと思っています。と

かく情報グループの人たちは、わが陣営

に取り込もうという傾向があります。わが

陣営に取り込んで、他グループのことは知

らないということでは全体の成長がのぞ

めません。一緒に事業をやる人数は増

えていくかもしれません。だけどこちらに

取り込んで、情報部隊を例えばいまの10

万人を15万人にしてやるということはあま

り考えたくはないですね。

春日：それはそうでしょうね（笑い）。

小野：他グループがおかしくなったのでは意

味がないわけでね。

春日：私たちの業界のことに少し触れさせ

ていただきますと、どうしてもスタートがア

メリカの発想のものです。基本ソフトにい

たしましても、さまざまな方法論にしまして

も。これで数十年きておりますから、日本

独自のものをもっと生み出してほしいとい

う考え方ももちろん片一方にありますし、

それからもっとグローバルに通用するよ

うな、米国にも対抗できるようなものが欲

しいという部分もあります。そうこう議論

をしているうちに、なんとなく狭い領域の

技術論に、あるいはソフトウェア論に陥り

がちなことが、業界としても割合に見受け

られます。

いま副社長からお話を伺ったような、

例えば「e-Japan戦略Ⅱ」という話題をひ

とつのテコにしてもいいと思うのですが、

自分たちの「社会の近い将来はこうある

べきだ」とか、「こう変わっていくに違いな

い」という発想とかビジョンに基づいて、

自分たちの産業としてのあり方、企業とし

ての将来性を考えるという視点が、ちょっ

と足りないような気がしておりまして、一種

の不満を私は非常に感じています。それ

はもう個別企業の自助努力の問題で「こ

ういうところで議論することはないでしょ」

という人がいるかもしれませんけれども。

そういった意味で、いま日立製作所さ

んのITのトップとして、ITを軸にして日立

製作所さんのみならず関連企業も含め

て、将来を見た適切な編成換えをしてい

くというお話は非常に元気の出る話でも

ありますし、それをどう実現していくか、私

たちも非力ながら参画させてほしいとい

う思いでいまのお話を伺いました。

小野：おっしゃるように、特にソフトは米国発

で、米国からある意味で押しつけられて

いるという面があります。基本ソフトにして

もそうですし、パッケージソフトにしてもそ

うです。日本発で世界に打って出られる

というのが中々ないのも事実です。経済

産業省からも一時期、関係者が集められ

て日本としてどうすべきかということにつ

いて議論したことがありましたが、話が進

まないという感じです。

一方、御社も含めたソフトウェア産業が

どうかというと、やはりコストの低減要求

が非常に強く、そういう状況の中で一定

の収益を上げていかなければならないわ

けです。日立製作所もそうですし、御社

も同じだろうと思うのですが、これは実は

非常に悩ましい課題です。

優れた生産技術提供は“責務”

小野：日立製作所と御社のアプローチがひ

ょっとして違うかもしれませんが、私は上

流工程を強くしなければならないと思っ

ています。上流から入ってモノづくりがき

ちんとできるようになると、リスクがミニマ

イズされるというメリットがあります。それ

で大儲けできるかというのはわかりません

が、要するにリスクが極小化できるという

ことがいいわけです。日立製作所として

はそういう取り組みをしていきたいと考え

ています。

では私たちのパートナーの会社との関

係ですが、どこの範囲までパートナー会

社にやっていただくかということですが、

例えば上流から中流のあるところまで日

立製作所がやって、中流以下はグループ

会社やパートナー会社にやっていただく

ということになったときに、生産技術を日

立製作所がもっともっと開発してそれをグ

ループ会社やパートナー会社に提供し

て、グループ会社やパートナー会社がそ

れで一定の収益を上げるというようなこ

とを考えるべきと言ってきました。基本的

な考え方は、出た収益に対し、日立製作

所側は道具を開発した費用は回収させ

てもらうという方向に是非もっていってく

れ、と言っているのですが、収益というの

は中々出ないのが実情です（笑い）。

安藤：特に私どもでは厳しいですよね（笑

い）。

小野：そういうふうにしてやはり長くお付き合

いができる体制を作らないとだめだなあ

と常々思っておりますが、実際の担当の

ところにいくと、どうもそうなっていないか

もしれません。

それからもう1つは、いま日本で技術者

が足りないのが組込み系のソフトです。

それから組込み系のソフトの生産技術が

確立しているとは思えませんし、ソフトの

方向性などが統一化されているとも思え

ません。やはりそこはある意味で業界が

一緒になって、標準化とはいかないまで

も統一化の方向に持っていくべきだと思

っていまして、少なくとも、社内では始め

ました。

例えば携帯電話はソフトのお化けで

す。私どもは、デジタルテレビなどの中に

もかなりブラッボックス化されたソフトを詰

め込んで他の国に真似されないようにし

ています。ハードディスクにもソフトがのっ

ており、これもブラックボックス化していま

す。このようなソフトの量がものすごく増え

ているのが実状です。そういうものをもっ

と安く手軽に作れる体制が、日本連合軍

ならできるかもしれないと思っています。

安藤：おっしゃるとおりだと思います。携帯が

あれだけ日本が、シェアが低いというの

は、そこのところは日本でなければ解決

できないというのがあると思いますね。

小野：チップ比依存のソフトにしていかない

とだめだと思います。チップが変わるた

びにソフトを作り変えるのではかないませ

んね。

安藤：生産性は悪いですしね。

小野：このあいだ聞いたら、携帯の中には

なんと300万ステップくらいのソフトが入っ

ているということです。日立製作所はOS7

を、世の中に、昭和48年に出したのです

が、そのときのオペレーティングシステムの

総容量が100万ステップでした。もう大変

な苦労して開発したのです。それが携帯

電話の中にはその3倍くらい入っているわ

けです（笑い）。

安藤：確か、ムーアの法則ですね（笑い）。

春日：3メガというのはものすごいですね。

小野：ものすごいですね。いま、漢字変換

なんて当たり前ですね。昔はかな漢字変

換システムを作るのに七転八倒したんで

すよ、なかなかできなくて。昭和56か57年

くらいだったと思います。研究所の人た

ちを巻き込んで相当な苦労をしてやりま

したが、いまはもう当たり前ですよね。恐

ろしいなと思います（笑い）。

安藤：日立製作所さんは、たぶん研究開発

では世界でもトップランナーで走っている

と思います。今後、世界でいろいろやっ

ていく上で、先ほどブラックボックス化とい

うお話がありましたが、権利ということで

は、日本の企業が相当意識をしていかな

いといけないと思います。組込み型1つを

とってみても、後ろから真似をする会社と

いうのはどんどん出てくると思うのです。

ですから、例えば先ほどのネットワークの

話ですと、やはり通信というのは、ひとつ

はあると思います。

また、放送がありますね。放送というの

は逆に、著作権の問題とかがあります。そ

うすると今度は個人の権利と保護という

のが出てきますね。勝手に通信で配信さ

れたらいかがなものですかと。先ほどの

「e-Japan戦略Ⅱ」とは逆に、規制を強化

安藤　文男（あんどう・ふみお）
アイエックス・ナレッジ（株）代表取締役社長
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　揺籃期に在り若かった情報サービスの業態は産業に程遠く、「早
く産業の仲間入りがしたい」と皆考えていた。業界も若いが社員が
若かった我が社では「一流」を合言葉に、当時の代表（現相談役）
は、「君達、早く歳を取ってくれ・・・」。一流企業の一流管理職達と
対等の商売をさせたいとの想いが、早く歳を取らせたかったのだろう。�
　皆がむしゃらに働いた、恥も沢山かいた、失敗もした、が代表は何
も云わなかった。�

J

K

I

銀座に移転��
　名刺の住所（銀座2丁目）がとても嬉しかった。電話の局番（456：
銀座の代名詞）も嬉しく何度も名刺を見た。皆スーツを新調し靴
まで新しい。女性社員は皆驚く程綺麗に成った。一流に向け大き
く踏み出せた第一歩に、皆大きな手応えを感じていた。�
　9時前には会社を飛び出して行く社員の後姿は皆弾んでいた。�

日本ナレッジインダストリ（株）（JKI）設立��
　JKIは、1979年三井情報開発（株）（MKI：三井
グループが知識・情報産業分野に進出する意図
をもって1970年設立した会社）からスピンオフした
56人のメンバーによって設立されました。初代 西
尾  出 社長は、三井物産（株）では新設のコンピ
ューテイング・センター室長を務め、さらにMKIの設
立を提唱し推進した中心人物でありました。�
　MKIにおいては代表取締役専務として辣腕を
振るい、また時代にさきがけるオピニオンリーダー
でもありましたが、筆頭株主である三井物産の一
部の経営陣との経営路線を巡る論争の結果、自
ら描く情報サービス産業の将来ビジョンを、大企
業の組織論理によらない自己責任において推進
しようとする行動に、当時のMKI幹部・中堅社員
が強く共鳴して三井グループを離れることを決意し、
全員の退職金を資本金に充当して同士的結びつ
きによるユニークな会社が生まれました。当時、こ
れら一連の行動は新聞・雑誌などマスコミを賑わせ、
さらには実録小説「大いなる志」（本所 次郎著）
として上梓されて世間の注目を浴びました。（その後、
小説は「ソフトウェア技術者の反乱」と改題され
文庫本となって再び出版されました。ついでながら、
決して“反乱”を惹き起こしたのではありません。）�

するところが必要ではないかと思います。

技術がこれだけ変わってくると、権利と

いうのは今後の日本の各企業において

も、また日本の国にとっても、非常に重要

なことになってくるのかな、と。このへんは

欧米は非常にうまくやってきています。ヨー

ロッパも、特にフランス人は非常に権利を

主張します。どうも日本は静かな国になり

過ぎてはしないのかなと感じます（笑い）。

小野：ただ、特許の出願状況を見ています

と、いまは中国での特許出願が相当多く

なっています。やはり出しておかないと負

けてしまうし、守れないという時代ですか

らね。米国への特許出願、あるいは中国

への特許出願は特許ポジションを高める

ために今後も増えてくるものと思われます。

春日：ところで、これから将来のことを考え

ましたときに、いろいろな意味で人材が重

要ですね。学校から社会に入ってくる日

本の人材の供給力、あるいは質的な問

題も含めていろいろな議論があります。私

どものような企業で考えておりますと、頼

りない人材が近年多いのですが、日立

製作所さんのようなお立場で考えたとき

に、いろいろな知識や技術を持った学生

が必要なわけですが、人材については割

合楽観されているのでしょうか。少子高

齢化ということも含めて将来的にどんな

ふうにお感じになっているのか、お聞か

せいただければと思います。

モノづくりにこだわるIT人材育成を

小野：日本全体で見たときに、情報関係の

人材については、学校での教育、社会に

出てからの教育を見ると、それなりに人

口はいるのかなと思っています。しかしな

がら、高度なIT人材というのはかなり不

足しているのではないかと思います。政府

にもそういう認識を持ってもらって、そうい

った育成を、例えば大学でやるなり、他

の形でやるなりと主張し、お願いをしてい

るところです。

さて、では日立製作所ではどうか、と

見たときに、やはりいくつか不足している

人材があると思っています。高度IT人材

といった、例えばしっかりしたプロジェク

トマネジメントができる人材、高度なコン

サルテーションが出来る人材、というのは

まだまだ充足していないと実感していま

す。そういうところに企業としても努力して

いかなければいけないと思っていますし、

一方で、国に対しても、日本全体としての

IT人材を育成してほしいということは「e-

Japan戦略Ⅱ」の中でも何回か申し上げ

ていることです。

それと、いまはITだけに限って話をし

たのですが、もう少し広くとらえたときに、

日立製作所もいま一生懸命やろうとして

いるのですが、モノづくりにこだわる人た

ちが、どうも日本全体の中で少なくなっ

てきているのではないかと心配していま

す。日立製作所もそういう傾向がありは

しないかと思っております。ソフト、ハード

といろいろモノづくりはあるのですが、や

はり日本人の手でモノをつくるということ

にこだわる人たちをもっともっと育成をし

なければいけないと思います。結果的に

は、自分の手でモノができたらその喜び

や達成感はあるはずです。

ほとんどの人が大学に入るような時代

になってきて、大学を出た人たちがモノ

づくりに対して「いやいや私は最高学府

を出てきたのだからモノづくりなんて言わ

れても困る」とおっしゃるかもしれない。い

や、そうかどうかはわかりませんよ（笑い）。

もしそうであれば、高等学校や中学校を

出た人たちに企業に入ってもらって、徹底

してモノづくりを覚えてもらうという方法も

一つのやり方ではないかと考えていると

ころです。

春日：そうですね。アルバイトの経験で、モ

ノづくりの現場でアルバイトをしたことって

ほとんど皆無だそうですね。学生のアン

ケートがありましたけれども。

小野：私は学生時代にいろいろアルバイトを

しましたが、家庭教師の他には、鋳物工

場に行きました。けっこうアルバイト料金

がよかったんです。半日1,000円くらいの

日当でした。ところが、暑くて暑くて。も

う1週間で熱を出しちゃって、大変でした

よ（笑い）。鋳物工場ですからものすごく

暑いんですよ。

春日：暑いでしょうね（笑い）。高校生や大

学生に計画的にプログラムを組んで、短

期でもいいですから、生産の現場を感じ

させるというのはいいかもしれませんね。

安藤：担当の事業部長でおられた時から、

モノづくりの重要性に関しては力説してい

らっしゃいました（笑い）。

小野：わが社の人たちも、モノづくりのとこ

ろをみんなパートナー会社にお願いして

しまっています。モノをつくっていない人た

ちに設計などできるわけないじゃないか、

と私は思っています。お客様の業務知識

がないとソフトが作れないわけですね。

では、そういうものをどこで勉強するのか

というと、やはりモノを作る過程で顧客と

いろいろ会話をしながら、「あ、こういう例

があるんだな」と勉強していくのであって、

モノをつくった経験がないとチェックでき

ないんですよ。

安藤：いや、たいへん興味深いお話です。

なお伺いたいことも多いのですが、モノ

づくりの大切さを“締め”として、対談を終

えさせていただきたいと思います。本日は

ありがとうございました。
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IX 初代社長　安藤 多喜夫

年表
アイエックス・ナレッジ（株）（IKI）はこの10月で“満5歳”を迎えましたが、IKI

の5周年は同時に、合併母体となった旧・（株）アイエックス（IX）が「（株）データ
ー・プロセス・コンサルタント」の社名で1964年に創業してからちょうど40年。ま
た、旧・日本ナレッジインダストリ（株）（JKI）が若きエンジニアを糾合して設立
されてから25年という“節目の年”にあたります。
そこで本誌は、当社広報誌「IKIナレッジ・レポート」の記念号として、IKIの今

日を育んだ「前史」にも光を当て、「5年史」とともに年表形式でご紹介すること
にしました。IKIのファースト・ステージは“基盤固めと新分野開拓”の5年間でし
たが、IX、JKIの初期の頃はそれぞれ、創業の熱き思いがほとばしる感がありま
す。その熱気こそが、「まだ発足5年のIKIにとって不可欠な動力」というメッセー
ジが年表の行間から聞こえてくるようです。

春日　正好（かすが・まさよし）
アイエックス・ナレッジ（株）最高顧問

IKI 前史と5年史
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9
月
　
渋
谷
に
事
務
所
機
能
の
分
室
設
置�

6
月
　
ジ
ェ
ー
ケ
ー
ア
イ
ユ
ニ
オ
ン
ソ
フ
ト
、九
州
ジ
ェ
ー
ケ
ー
ア
イ
清
算
完
了�

5
月
　
新
日
本
製
鐵
か
ら
の
出
向
者
受
入�

3
月
　
ジ
ェ
ー
ケ
ー
ア
イ
ユ
ニ
オ
ン
ソ
フ
ト
、九
州
ジ
ェ
ー
ケ
ー
ア
イ
解
散�

2
月
　
長
野
ジ
ェ
ー
ケ
ー
ア
イ
解
散�

10
月
　
安
藤
多
喜
夫
　
通
産
大
臣
賞
受
賞（
個
人
表
彰
）�

8
月
　
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
学
校
　
ア
イ
テ
ッ
ク（
株
）　
設
立�

8
月
　
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
エ
イ
ド
社
、Ｃ
Ａ
Ｋ
に
社
名
変
更�

3
月
　
広
島
営
業
所
を
広
島
市
中
区
に
開
設�

3
月
　
西
日
本
事
業
部
と
地
域
開
発
事
業
部
統
合�

・
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
、年
間
売
上
高
２
兆
円
に�

・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
犯
罪
に
つ
い
て
の
刑
法
の
一
部
改
正
法
施
行�

・
日
電
、米
で
パ
ソ
コ
ン
生
産
へ�

87
10
月
　
発
足
5
周
年
を
迎
え
る�

5
月
　
合
弁
会
社
「 

ア
イ
ケ
ー 

ネ
ッ
ト
」
設
立
。ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
を
拡
充�

2004
12
月
　
科
学
技
術
計
算
等
の
子
会
社
「
Ｉ
Ｔ
ジ
ャ
パ
ン
」
設
立 �

10
月
　
春
日
正
好
　
経
済
産
業
大
臣
表
彰
を
受
賞（
個
人
表
彰
）�

9
月
　
Ｉ
Ｋ
Ｉ
健
康
管
理
委
員
会
発
足�

7
月
　
人
財
管
理
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン「
Ｓ
ａ
ｂ
ａ
」
本
格
販
売�

7
月
　
Ｉ
Ｋ
Ｉ
環
境
方
針
制
定�

7
月
　
１
０
０
％
子
会
社
「
Ｉ
Ｋ
Ｉ
＠
ラ
ー
ニ
ン
グ
」
設
立�

4
月
　
社
内
シ
ス
テ
ム（
Ｓ
Ａ
Ｐ
／
Ｒ
３
）本
格
稼
動�

4
月
　
組
織
改
革
、地
方
拠
点
の
シ
ス
テ
ム
セ
ン
タ
ー
化�

・
日
中
韓
オ
ー
プ
ン
ソ
ー
ス
ビ
ジ
ネ
ス
懇
親
会
開
催
、日
本
Ｏ
Ｓ
Ｓ
推
進
フ
ォ
ー
ラ
ム

設
立�

・
経
済
産
業
省
、Ｉ
Ｔ
ス
キ
ル
標
準（
Ｉ
Ｔ
Ｓ
Ｓ
）を
発
表�

・
Ｉ
Ｔ
戦
略
本
部
、Ｉ
Ｔ
利
活
用
を
目
的
と
し
た
「
ｅ
‐
Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
構
想
■
」
を
発
表�

2003
10
月
　
Ｐ
Ｒ
Ａ
委
員
会
発
足
。プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
リ
ス
ク
管
理
を
強
化�

4
月
　
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
マ
ー
ク
を
一
新�

4
月
　
本
社
を
品
川
区
か
ら
港
区
海
岸
３
‐
22
‐
23
Ｍ
Ｓ
Ｃ
セ
ン
タ
ー
ビ
ル
に
移
転�

1
月
　
決
算
期
を
３
月
に
変
更（
24
期
は
６
カ
月
決
算
）�

1
月
　
ア
イ
テ
ィ
ジ
ェ
イ（
株
）（
マ
ツ
ヤ
デ
ン
キ
子
会
社
）に
出
資�

1
月
　
Ｅ
Ｒ
Ｐ
事
業
の
拡
大
を
目
的
と
し
て（
株
）ビ
ジ
ネ
ス
バ
ン
ク
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
に
出
資�

・
み
ず
ほ
銀
行
、合
併
で
シ
ス
テ
ム
ト
ラ
ブ
ル�

・
住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
稼
動
、一
部
自
治
体
が
参
加
を
拒
否�

・
Ｉ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
制
度
ス
タ
ー
ト�

2002
10
月
　（
株
）ア
ル
ゴ
21
な
ど
４
社
と
合
弁
で
地
方
自
治
体
の
行
政
情
報
化
支
援
の
新
会
社�

　
　
　
「
Ｃ
Ｄ
Ｃ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ
」
設
立�

10
月
　
三
井
倉
庫（
株
）と
合
弁
で
物
流
シ
ス
テ
ム
の
新
会
社
「
Ｌ
Ｓ
Ｓ
」
設
立�

10
月
　
代
表
取
締
役
社
長
に
安
藤
文
男
が
就
任�

4
月
　
広
報
誌
「
Ｉ
Ｋ
Ｉ 

ナ
レ
ッ
ジ
・
レ
ポ
ー
ト
」
創
刊�

3
月
　
食
品
の
環
境
配
慮
等
で
消
費
者
意
識
調
査
「
エ
コ
フ
ー
ド
２
０
０
１
」
発
売�

・
Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
協
会
が
発
足�

・
ニ
ム
ダ
、サ
ー
カ
ム
等
、新
種
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ウ
ィ
ル
ス
が
猛
威
を
奮
う�

・
Ａ
Ｄ
Ｓ
Ｌ
を
中
心
に
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
利
用
者
が
急
増�

2001
12
月
　
全
社
で
納
会
パ
ー
テ
ィ
を
開
催（
新
宿
・
セ
ン
チ
ュ
リ
ー
ハ
イ
ア
ッ
ト
）�

7
月
　
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
１
の
認
証
を
取
得�

4
月
　
営
業
支
援
ツ
ー
ル「
ナ
レ
ッ
ジ
セ
ー
ル
ス 

プ
ロ
」
販
売
開
始�

4
月
　
新
入
社
員
１
２
９
名
入
社
　
社
員
１
、５
０
０
名
体
制
に�

3
月
　
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
再
取
得�

1
月
　
社
内
報
「
ナ
レ
ッ
ジ
・
ア
イ
」
創
刊�

1
月
　
西
暦
２
０
０
０
年
問
題（
Ｙ
２
ｋ
）で
、年
末
か
ら
全
社
で
８
０
０
名
が
対
応
。ト
ラ
ブ
ル
な
く
終
了�

・
情
報
サ
ー
ビ
ス
産
業
売
上
高
、初
の
10
兆
円
台
に�

・
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
社
会
形
成
基
本
法（
ｌ
Ｔ
基
本
法
）成
立�

・
ｉ
‐ｍ
ｏ
ｄ
ｅ
利
用
者
１
、０
０
０
万
人
突
破�

・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
西
暦
２
０
０
０
年
問
題
、世
界
的
に
ク
リ
ア�

2000
8
月
　
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
取
得�

6
月
　
創
立
20
周
年
式
典
開
催�

4
月
　（
株
）ア
イ
エ
ッ
ク
ス
と
の
合
併
を
発
表�

10
月
　
社
内
品
質
管
理
シ
ス
テ
ム（
Ｉ
Ｑ
Ｍ
Ｓ
）稼
動�

10
月
　
１
日
、ア
イ
エ
ッ
ク
ス
・
ナ
レ
ッ
ジ（
株
）
誕
生（
春
日
正
好
社
長
、安
藤
文
男
副
社
長
）�

　
　
　
発
足
式
典
を
高
輪
プ
リ
ン
ス
ホ
テ
ル
で
実
施（
来
賓
に
原
山
保
人
・
通
産
省
情
報
処
理
振
興
課
長
）�

・
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
評
価
・
認
証
制
度
と
し
て
、国
際
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
標
準
Ｉ
Ｓ
Ｏ
１
５
４

０
８
が
制
定�

・
産
業
競
争
力
回
復
を
目
指
し
た
「
戦
略
的
情
報
化
投
資
活
性
化
事
業（
Ｉ
Ｔ
Ｓ

Ｓ
Ｐ
）」ス
タ
ー
ト�

・
米
連
邦
地
裁
、Ｍ
ｉ
ｃ
ｒ
ｏ
ｓ
ｏ
ｆ
ｔ
社
の
独
禁
法
違
反
を
認
定�

・
不
正
ア
ク
セ
ス
禁
止
法
、通
信
傍
受
法
、情
報
公
開
法
、成
立�

・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
西
暦
２
０
０
０
年
問
題
に
世
界
的
な
関
心�

1999
6
月
　
日
本
貿
易
振
興
会（
Ｊ
Ｅ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
）の
斡
旋
に
よ
り
米
国
人
イ
ン
タ
ー
ン
生
を
受
け
入
れ�

・
オ
ー
プ
ン
ソ
ー
ス
が
話
題
と
な
り
、Ｌ
ｉ
ｎ
ｕ
ｘ
等
の
フ
リ
ー
ソ
フ
ト
が
注
目
さ
れ
る�

・
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
制
度
ス
タ
ー
ト
、Ｊ
Ｉ
Ｓ
Ａ
が
認
定
指
定
機
関
第
１
号
に�

98
10
月
　
通
商
産
業
大
臣
表
彰
を
受
賞（
企
業
表
彰
）�

�

5
月
　
大
阪
営
業
所
開
設�
・
特
許
庁
、ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
特
許
の
運
用
指
針
を
改
定�

・
情
報
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
売
上
高
過
去
最
高
の
７
兆
１
、４
３
５
億
円�

97

・
西
暦
２
０
０
０
年
問
題
へ
の
取
組
み
を
本
格
化�

・
Ｎ
Ｔ
Ｔ
が
Ｏ
Ｃ
Ｎ（
オ
ー
プ
ン
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）サ
ー
ビ
ス
を
一
部
開
始�

96
4
月
　
札
幌
営
業
所
開
設�

4
月
　
港
区
へ
本
社
を
移
転�

4
月
　
通
商
産
業
大
臣
表
彰
を
受
賞（
企
業
表
彰
）�

11
月
　
子
会
社（
株
）ア
イ
エ
ン
ド
テ
ィ
ー
設
立�

６
月
　
代
表
取
締
役
社
長
に
安
藤
文
男
就
任�

4
月
　
社
員
の
能
力
開
発
を
軸
に
新
人
事
制
度
導
入�

8
月
　
合
併
株
主
総
会
を
開
催�

・
情
報
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
業
績
が
回
復
に
向
か
う�

・
「
Ｗ
ｉ
ｎ
ｄ
ｏ
ｗ
ｓ
９
５
」フ
ィ
ー
バ
ー�

95

8
月
　
１
０
０
子
会
社
　
Ｃ
Ａ
Ｋ（
株
）解
散�

3
月
　
九
州
営
業
所
開
設�

1
月
　
札
幌
営
業
所
を
閉
鎖�

・
通
産
省
「
特
定
シ
ス
テ
ム
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
企
業
等
認
定
制
度（
Ｓ
Ｏ
制
度
）」
公
表�

・
Ｊ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
主
導
で
世
界
情
報
サ
ー
ビ
ス
産
業
機
構（
Ｗ
Ｉ
Ｔ
Ｓ
Ａ
）発
足�

94

11
月
　
品
川
セ
ン
タ
ー
を
閉
鎖
、新
橋
セ
ン
タ
ー
に
統
合�

3
月
　
川
口
に
独
身
寮
購
入�

・
情
報
サ
ー
ビ
ス
産
業
初
の
マ
イ
ナ
ス
成
長
へ�

・
メ
ー
カ
ー
を
中
心
に
ソ
フ
ト
、サ
ー
ビ
ス
の
有
償
化
進
む�

93
5
月
　
代
表
取
締
役
社
長
春
日
正
好
就
任�

5
月
　
代
表
取
締
役
社
長
西
尾
出
急
逝（
６
月
３
日
　
増
上
寺
大
殿
に
て
社
葬
）�

12
月
　
広
島
営
業
所
を
閉
鎖
、九
州
営
業
所
に
統
合�

４
月
　
安
藤
多
喜
夫
　
藍
綬
褒
章
を
受
章
　�

1
月
　
川
崎
に
独
身
寮
を
購
入�

・
通
産
省
産
業
構
造
審
議
会
、ソ
フ
ト
市
場
確
立
で
緊
急
提
言�

・（
社
）日
本
情
報
シ
ス
テ
ム
・
ユ
ー
ザ
ー
協
会
発
足�

92
9
月
　
南
品
川
事
務
所
を
品
川
シ
ス
テ
ム
セ
ン
タ
へ
改
名�

12
月
　
子
会
社
エ
ス
ア
イ
・
ネ
ッ
ト
株
式
会
社
を
設
立
し
、Ｌ
Ａ
Ｎ
シ
ス
テ
ム
並
び
に
関
連
商
品
の
販
売
事
業

を
開
始�

11
月
　
株
式
を
社
団
法
人
日
本
証
券
業
協
会
に
店
頭
売
買
銘
柄
と
し
て
登
録�

7
月
　
神
奈
川
県
真
鶴
に
研
修
セ
ン
タ
ー
用
地
を
購
入�

3
月
　
完
全
週
休
２
日
制
実
施�

・
通
産
省
施
策
の
重
点
・
オ
ー
プ
ン
シ
ス
テ
ム
化
へ�

・
電
子
計
算
機
シ
ス
テ
ム
安
全
対
策
基
準
７
年
ぶ
り
に
改
訂�

91
12
月
　
日
本
情
報
通
信
新
興
協
会
の
国
際
協
力
事
業
の�

　
　
　
一
環
と
し
て
中
国
人
技
術
者
を
受
け
入
れ�

10
月
　
湯
沢
保
養
所
購
入�

4
月
　
名
古
屋
営
業
所
を
移
転
・
開
設�

4
月
　
南
品
川
事
務
所
開
設�

9
月
　
埼
玉
県
川
口
、草
加
に
独
身
寮
を
購
入
　�

3
月
　
Ｃ
Ａ
Ｋ
株
式
譲
渡
　
独
立
会
社
と
な
る�

2
月
　
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
学
校
　
ア
イ
テ
ッ
ク（
株
）　
解
散�

2
月
　
「
無
限
の
可
能
性
」の
意
を
込
め
た（
株
）ア
イ
エ
ッ
ク
ス
に
商
号
変
更
　�

1
月
　
株
式
会
社
ア
イ
コ
ム
に
商
号
を
変
更�

・
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
、年
間
売
上
高
６
兆
円
に
迫
る�

・
通
産
省
「
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ウ
ィ
ル
ス
対
策
基
準
」
を
公
表�

・
富
士
通
、日
本
電
気
等
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
１
円
応
札
問
題�

90
10
月
　
河
口
湖
に
保
養
所
を
購
入�

6
月
　
創
立
10
周
年
記
念
式
典
開
催�

7
月
　
一
般
労
働
者
派
遣
事
業
を
特
定
労
働
者
派
遣
事
業
に
変
更�

3
月
　
シ
ス
テ
ム
イ
ン
テ
グ
レ
ー
タ
ー
の
認
定
を
受
け
る�

・
パ
ソ
コ
ン
出
荷
・
総
額
で
１
兆
円
突
破�

89
12
月
　
通
商
産
業
省
よ
り
シ
ス
テ
ム
イ
ン
テ
グ
レ
ー
タ
に
認
定
さ
れ
る（
登
録
番
号
６
３
１
１
０
０
４
４
、認
定

番
号
６
３
２
１
０
０
４
１
）�

6
月
　
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
部
門
立
ち
上
げ（（
社
）情
報
開
発
研
究
所
調
査
部
門
10
名
が
移
籍
）�

5
月
　（
社
）日
本
証
券
協
会
東
京
地
区
協
会
の
店
頭
登
録
銘
柄
と
し
て
株
式
公
開（
９
７
５
３ 

ナ
レ
ッ
ジ
）�

6
月
　
東
関
東
事
業
部
閉
所
、水
戸
営
業
所
開
設�

2
月
　
ソ
フ
ト
開
発
セ
ン
タ
ー（
現
　
品
川
セ
ン
タ
ー
）を
東
京
都
品
川
区
に
開
設
、ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
開
発
休
制

を
強
化�

・
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
、年
間
売
上
高
３
兆
円
に�

・
日
本
ユ
ニ
バ
ッ
ク
と
バ
ロ
ー
ズ
が
合
併
し
、「
日
本
ユ
ニ
シ
ス
」
設
立�

88
10
月
　
長
野
支
社
を
設
置�

10
月
　
九
州
営
業
所
を
支
社
に
改
組�

9
月
　
応
用
工
学
研
究
所
を
子
会
社
化�

9
月
　
日
刊
工
業
新
聞
新
聞
社
と
の
共
同
出
資
に
よ
り
国
内
外
の�

　
　
　
情
報
流
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ
ー
ビ
ス（
株
）エ
ヌ
・
ケ
イ
・
ア
イ
を
設
立�

4
月
　
金
融
シ
ス
テ
ム
部
分
室
と
し
て
、名
古
屋
駐
在
所
を
設
置�

1
月
　
大
韓
民
国
高
麗
学
院
と
の
間
に
、情
報
技
術
研
修
基
本
契
約
を�

　
　
　
締
結
、第
一
年
度
10
名
を
受
け
入
れ
る�

1
月
　
シ
ス
テ
ム
開
発（
株
）よ
り
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
事
業
に
関
わ
る
営
業
の�

　
　
　
譲
受
け
を
行
い
、シ
ス
テ
ム
技
術
者
45
名
を
迎
え
入
れ
る�

7
月
　
札
幌
営
業
所
を
北
海
道
札
幌
市
中
央
区
に
開
設�

7
月
　
一
般
労
働
者
派
遣
事
業
の
許
可
を
受
け
、労
働
者
派
遣
事
業
を
開
始�

7
月
　
札
幌
営
業
所
開
設�

��

3
月
　
本
社
分
室
を
東
京
都
中
央
区
に
開
設
、コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
室
運
営
管
理
部
門
を
本
社
か
ら
移
転�

・
労
働
者
派
遣
事
業
法
施
行�

・
ソ
ニ
ー
、Ｕ
Ｎ
Ｉ
Ｘ
採
用
の
Ｎ
Ｅ
Ｗ
Ｓ
発
表�

86
4
月
　
情
報
化
促
進
の
貢
献
で
郵
政
大
臣
表
彰�

・
富
士
通
が
汎
用
機
に
Ｕ
Ｎ
Ｉ
Ｘ
採
用�

・
日
本
電
信
電
話（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
）民
営
化�

85
3
月
　
株
式
会
社
長
野
ジ
ェ
ー
ケ
ー
ア
イ
を
設
立（
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ジ
ー
の
第
一
番
目
の
企
業
）�

1
月
　
株
式
会
社
ジ
ェ
ー
ケ
ー
ア
イ
ユ
ニ
オ
ン
ソ
フ
ト
を
設
立（
Ｊ
Ｋ
Ｉ
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
化
の
母
体
会
社
）資

本
金
５
、０
０
０
千
円�

4
月
　
株
式
額
面
を
５
０
０
円
か
ら
50
円
に
変
更�

3
月
　
シ
ス
テ
ム
関
連
商
品
の
販
売
を
開
始�

3
月
　
東
関
東
事
業
部
新
設
、日
立
営
業
所
を
閉
鎖�

3
月
　
西
日
本
事
業
部
新
設
、大
阪
、九
州
営
業
所
を
統
括�

・
東
京
・
世
田
谷
で
通
信
ケ
ー
ブ
ル
火
災
事
故
発
生�

・（
社
）情
報
サ
ー
ビ
ス
産
業
協
会
発
足�

・
任
天
堂
が
フ
ァ
ミ
リ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
発
売�

84
10
月
　
九
州
営
業
所
を
福
岡
市
博
多
区
に
開
設�

8
月
　
技
術
開
発
室
設
置
、パ
ッ
ケ
ー
ジ
開
発
を
開
始�

・
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
の
年
間
売
上
高
１
兆
円
を
超
え
る�

・
民
間
損
害
保
険
会
社
、コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
犯
罪
保
険
を
発
売�

・
第
一
勧
銀
、協
和
銀
行
が
フ
ァ
ー
ム
バ
ン
キ
ン
グ
を
開
始�

83

10
月
　
横
浜
支
店
を
閉
鎖
、本
社
に
統
合�

9
月
　
新
潟
営
業
所
を
新
潟
県
新
潟
市
に
開
設�

5
月
　
日
立
多
賀
ホ
テ
ル
を
茨
城
県
日
立
市
に
オ
ー
プ
ン
、ホ
テ
ル
事
業
を
開
始�

4
月
　
九
州
営
業
所
を
福
岡
県
北
九
州
市
小
倉
北
区
に
開
設�

・
Ｃ
Ｓ
Ｋ
、情
報
サ
ー
ビ
ス
業
初
の
東
証
第
２
部
へ
上
場�

・
プ
ロ
グ
ラ
ム
著
作
権
が
認
め
ら
れ
る�

・
公
衆
電
気
通
信
法
一
部
改
正
・
施
行（
第
２
次
通
信
回
線
開
放
）�

82
10
月
　
箱
根
仙
石
原
に
保
養
所
を
開
設�

�

6
月
　
東
海
大
学
・
Ｊ
Ｋ
Ｉ
産
学
融
合
体
制
の
も
と
に
、�

　
　
　
Ｊ
Ｋ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
科
学
研
究
所（
渋
谷
区
富
士
ケ
谷
）を
開
設�

4
月
　
株
式
会
社
九
州
ジ
ェ
ー
ケ
ー
ア
イ
を
１
０
０
％
出
資
に
よ
り
設
立（
資
本
金
２
、０
０
０
千
円
）　�

4
月
　
本
社
を
五
反
田
Ｔ
Ｏ
Ｃ
ビ
ル
に
移
転�

10
月
　
日
立
産
機
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ（
株
）の
業
務
改
善
コ
ン
ク
ー
ル
に
入
賞�

�

7
月
　
Ｓ
Ｅ
の
尽
力
に
旭
化
成
工
業
よ
り
感
謝
状
を
受
賞�

�

4
月
　
高
度
Ｓ
Ｅ
集
団
を
目
指
し
た
子
会
社
　
「
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
エ
イ
ド（
株
）」
設
立�

3
月
　
取
引
顧
客
１
０
０
社
を
超
え
る�

・
通
産
省
、情
報
処
理
サ
ー
ビ
ス
業
の
電
子
計
算
機
シ
ス
テ
ム
安
全
対
策
実
施
事

業
所
認
定
制
度
を
開
始�

・
松
下
電
器
が
パ
ソ
コ
ン
分
野
に
参
入�

81
5
月
　
産
学
協
同
事
業
向
け
に
国
領
シ
ス
テ
ム
セ
ン
タ
ー
開
設（
Ｕ
Ｎ
Ｉ
Ｖ
Ａ
Ｃ
１
１
０
８
Ｂ
使
用
に
よ
る
受

託
計
算
処
理
能
力
の
大
幅
拡
大
化
）�

10
月 

論
文
発
表
会
を
地
方
拠
点
で
開
催（
日
立
、大
阪
、東
京
）�

・
国
際
電
信
電
話
、国
際
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
を
開
始�

・
都
銀
各
行
第
３
次
オ
ン
ラ
イ
ン
の
準
備
開
始�

80

「
わ
が
国
の
情
報
サ
ー
ビ
ス
産
業
２
０
０
４
」（
J
I
S
A
編
）よ
り�
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売上高の推移�

I X

JKI

IKI

株式公開（コード番号9753）��
　1986年12月株式公開方針が決定されるとともに、JKI
株式公開プロジェクトが管理部門主導のもとにスタートし、
主要顧客でもあった山一證券（株）を主幹事とする証券
7社による公募を経て、1988年5月6日（金）東京証券店
頭市場に公開を果たしました。�
　当時は、異例のスピード公開として兜町で取り沙汰され
ました。業界としては13番目の公開であり、創業9年目の
出来事でした。（銘柄コード：9753　売出し価格：2480円）�

株式公開��
　遂にやった！。サラリーマンの夢でも在る店頭公
開に立ち会えた自分達が幸せであった。億万長者
が何人か出たがそんな事より、一流への扉を開か
せた皆の努力が誇らしかった。銀座に来て21年目
の開花であった。一流の大輪を咲かせる余力はま
だまだ充分に在ると皆胸を張る姿が誇らしかった。�

西尾社長逝去��
　創業社長で代表取締役の西尾　出は、1992
年5月12日午前6時、自らの意志で入院先と決め
た東海大学医学部付属病院で心不全のため永
眠しました（享年67歳）。�
　本人も周囲も検査のための入院と信じていた
だけに会社にとり極めて大きな打撃でした。�
　6月3日大本山増上寺大殿において葬儀・告別
式を社葬にて執り行いました。（喪主は令夫人、葬
儀委員長は後任社長の春日　正好）�
　故人は、わが国のコンピューター業界の草分け
的存在であり、その活動領域の広さからか、葬儀
には同業界の方 を々はじめとして政官界、産業界、
大学・研究機関、友人知己など実に多くの方々に
参列していただき、コンピューターの世界のみに留
まらない故人の生き様が大いに偲ばれました。�
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IKI 初代社長　春日 正好

JKI 初代社長　西尾　出
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ソリューションサービスに機動的事業体制�

アイエックス･ナレッジは2年前に設けた「ストラテジ

ックマーケティング室」で新規事業立ち上げに取り組み、

とくに企業の教育･研修部門を対象とする“人財開発”ソ

フトのソリューション提供やファッション業界向けのWeb

ソリューション提供で実績を上げてまいりました。一方、

アクロネットは、こうしたソリューション提供で優れた

業務ノウハウを持ち、アイエックス･ナレッジの事業パー

トナーとして共に取り組んでまいりました。

企業の人材開発などこれからの関連ソリューション市

場は、今後さらに広がっていくものと見込まれますが、

これに対応し、顧客へのサポート体制を組む技術要員確

保のためには、機動的な事業体制づくりが求められるた

め、こうした体制作りと両社による有効なノウハウの蓄

積のため、合弁事業を起こすことになり、「アイケーネッ

ト株式会社」設立となりました。

当社は本年5月20日付で、株式会社アクロネットの共同出資によりパッケージソリューション事業の専門会社「アイケ

ーネット株式会社」を設立しました。優れたパッケージ商品を武器に、当面、人材開発やアパレル産業等の新規市場開拓を

ねらった会社で、早期の株式公開も目指しています。会社の概要と今後の展望について、新会社から報告します。

また執行責任者から経営ビジョンをうかがいました。

設立の経緯

当社の目指す方向としはしては、特に3つに絞って進

めてまいります。

まず1つ目は、「新しいサービスメニューでの売上・収

益の増加を狙う。」ということです。

ソフトウェア・プロダクツを基盤としたソリューション提供

（1）アパレル業界向けのWebによる展示会や受発注、生産・販売管理までの基幹

システム（Web Show Case）

（2）人財開発のためのラーニングマネージメントシステム（LMS）（Sabaソフト）

（3）レガシーシステムのWEB化（Web to HOST）

（4）ビジネスインテリジェンス（BI）

・PM（PL）

・SE

・コンサルティング

（業務・インプリ等）

・WebでのAP開発

・プロダクツ販売

・ .NET

・Curl

・Saba

・Dr.Sum

・electran など

【会社概要】

商　号：アイケーネット株式会社

本　社：〒101-0041 東京都千代田区神田須田町1-4-8 芙蓉神田須田町ビル6F

TEL：03-3526-4166 FAX：03-3252-6370

設　立：平成16年5月20日

資本金：2,000万円　（株）アクロネット　　　　 51％

アイエックス･ナレッジ（株）49％

従業員：15名（出向者含む）

役　員：代表取締役社長　小野　賀津雄（（株）アクロネット取締役）

取締役　　　　　内山　良一

（アイエックス･ナレッジ（株）ソリューション事業本部副本部長）

取締役　　　　　亀山　幹雄（（株）アクロネット取締役）

監査役　　　　　石井　嘉範（アイエックス･ナレッジ（株）経理部）

執行役員：豊田　一馬（上席・統括）

角間　祐介

古石　記一

齋藤　晃央

日置　邦宏

吉野　太

新しいサービスメニューとは、ソフトウェア・プロダ

クツを基盤としたシステム開発受注、プロダクツ販売を

行っていくということです。

これには、下記のものがあります。

当社の方針

当社は図にありますように、業務執行機関として、「経

営執行会議」を設置、同会議は統括及び管理、営業、業

務の部門担当執行役員で構成し､運営しております。（執

行役員は、会社概要に記載しております。）

新会社の組織・体制

リソース プロダクツ

取締役会�

経営執行会議�

統　括�

営業部門� 事業部門�管理部門�

アイケーネット（株）設立
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2つ目としては、「他社との競争に勝つための特化した

営業・システム開発チーム作りを目指す」ということで

す。

“スピード＆チャレンジ”を実現する事業を目指
します。

具体的には、ファッション業界、人財開発部門向けの

Web利用のソリューションシステムに特化したシステム

開発のSE集団を目指します。

3つ目は、「エンドユーザ顧客からのシステム保守・運

用業務受注を目指す。」ということです。

システム保守・運用を通して、ユーザーから信頼され、継

続性のある取引関係を築いていきたいと考えております。

そして、当社が目指すロードマップとして、下記のよ

うに考えております。

第1ステップ（1年目）
出資会社の受注案件での開発・保守

第2ステップ（2年目）
営業力強化

SE採用

第3ステップ(3年目)
顧客サービスの質的向上

SE集団

そして、4年後にジャスダック上場を目指します。

この目標に向けて、社員一同邁進していきたいと思い

ます。

皆様方の力強いお力添いを是非お願いしたいと存じます。

（文・神宮　一男）

ロードマップ

・顧客サービスメニューの増加
・付加価値スキルの蓄積

●そのために、

アイケーネットでは、一緒に会社を育ててくれ

る方が必要です。

小さな新しい会社で力を発揮したい、という方

を採用していきます。

・プロジェクトを着実に進めることができる方

（PM、PL）

・業務系アプリケーション開発経験者

・LMSに興味がある方

・有力なソフトウエア商品を発掘し、それらの商

品を活かしたソリューション提案に興味のある

方

・ネットワーク、DB分野のスペシャリスト

・失敗しても逃げないで最後までやり遂げてくれ

る方

●人材が揃えば、事業領域の拡大も視野に

"出資会社からの案件で、アパレル業界向けトー

タルシステム（Web-Showcase）の開発が候補

にありました。会社設立時、正直に申し上げます

とこのソフトウェア開発プロジェクトは、不採算

案件でした。"

立ち上がったばかりの会社で、不採算案件を取

り込むことはできません。

出資会社は、このシステム構築の失敗から逃げ

ることなく、テンプレート化まで進めることがで

きました。

来期、この製品の開発スタッフはアイケーネッ

トへの出向をお願いしています。

●事業の1つの柱として、

・Web-Showcaseの提案営業を積極的に推進し、

アパレル業界に浸透させ既存顧客からの横展開

による拡販（Web-Showcaseの販売に注力し、

● ビジョン ●

上席執行役員（総括担当）

豊田 一馬

●私たちアイケーネットは

魂を入れた営業で受注した案件が、オーダーメ

ードでも、パッケージでもお客様に最適なソリュ

ーションを提供できるSE集団を目指しています。

お客様の抱えるさまざまな課題に応えるシステ

ムソリューション提案を切り口として、システム

構築からシステム運用・保守までのサービスを提

供します。

納めたシステムは、お客様と一緒に育てていき

ます。

お客さまの求めるソリューション、期待が、き

っとアイケーネットにあるはずです。

ソフトウェア開発と一体となった営業活動を推

進）

・有力なソリューションパッケージソフト並びに

ITの導入を進め、これらを使った新しい提案営

業を推進（ソリューションパッケージソフトの

品揃えを拡充するためにアライアンスを積極的

に推進）

●そうは言っても、収益基盤の確立も大事

安定した収益基盤を確立するために、システム

開発の一括受託以外にSESで利益率確保も並行し

て進めてまいります。

アイケーネットの経営をさらに強固にするため

にはSESでキャッシュがまわるように、利益率を

維持・向上させる必要があります

システム開発の原価管理に厳正化、プロジェク

トの品質、コスト管理の徹底、パートナー会社と

の最適な連携を図りつつ、SEの有償稼働率の向上

を目指します。

※SES：SEサービス

●重点施策

・営業力の強化・顧客基盤の拡大

・プロジェクトマネージメントの強化・品質向上

・新技術の教育に力を入れるなど、新技術に対応

できるSEの採用

●当期の売上構成比は

SI 90％　SES 10％です。←すべて出資会

社案件

来期は、SIで70％、SESで20％、製品／機器

販売で10％の構成比を考えています。

←自社営業活動による案件取り込みも積極的に推

進していきます。
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〈はじめに〉
ネットワーク社会の進展とともに、情報システムをめぐる

トラブルによって引き起こされる被害の範囲は急激に広が

ってきています。このため、情報セキュリティがより重要性

を増しています。今日、情報資産をめぐる脅威に対しては、

情報セキュリティ技術の高度化、法律やガイドラインの整備、

セキュリティポリシーの策定など、様々な対応が講じられて

きています。しかし、一方で、不正行為も高度化・多様化

しており、対策と不正行為のいたちごっこの感が否めませ

ん。このような状況下で情報セキュリティを確保するために

は、制度の整備に加えて、絶え間ない技術的対応が必要

であると一般的に認識されるようになっています。しかし、

本当にそれだけで情報セキュリティは万全と言えるでしょ

うか？

〈仕事熱心な「あなた」が危ない－情報はここから漏れる〉
まずは以下の質問に回答してみてください。

【質問1】自宅に仕事を持ち帰ることがある。

【質問2】外回りの合間もインターネット・カフェなどを

活用して仕事をしている。

【質問3】パソコンのデータを共有して、部内で共同作

業をしている。

【質問4】使いやすいソフトを自分で探してくるなど、効

率化に努めている。

【質問5】出先でメールを確認するため、同僚に自分の

メールを見てもらっている。

いくつYESがありましたか？1つでもあった人は、“注意”

が必要です。仕事熱心なのは良いのですが、これらの行

為はすべて企業情報の漏洩やシステム障害に繋がる可能

性があります。

社員や関係者による想定外の行動やうっかりミスがもと

で、情報漏洩やシステム障害などが発生するケースが増え

続けています。本人に悪気はなくても、社員1人1人の日常

的な行為のなかに、企業のセキュリティを脅かす要因が潜

んでいます。重要な情報を取扱う機会が多いため、忙しさ

からセキュリティに対する意識がつい甘くなってしまう・・・

そんな、仕事熱心で業務に終われている人ほど危ないの

です。

悪意を持つ部外者によるものであれ、社員のうっかりミ

スによるものであれ、一旦情報が漏れれば企業が甚大な

被害を受ける可能性は考えられます。どんなシステムでも、

適切に使われなければ、セキュリティは確保されません。し

たがって、情報セキュリティは、究極的には“人”の問題に

帰結します。ここに情報セキュリティ教育の重要性が存在

するといえます。

〈企業における社員教育実施形態について〉
それでは、社員に対して一斉に情報セキュリティ教育を

行いたい場合は、どのように実施すれば良いのでしょう

か？ 従来は教室で学習を行う集合教育が主でしたが、近

年、eラーニングに対する企業の関心が急速に高まってい

ます。eラーニングとはパソコンやネットワークなどを利用し

て教育を行うことです。

図 1 eラーニングの仕組み

企業内研修におけるeラーニングの普及率は、『eラーニ

ング白書2004－2005年版』※1によると現在40％を越えた
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業務本部　研究開発部　蔡佳瑾

※1 先進学習基盤協議会編著、オーム社。

当社は、1999年8月に、プライバシーマークの

使用許諾を受けました。

個人情報の保護に関しては、2005年4月に「個

人情報保護法」が全面的に施行されます。この全面

施行に伴い、個人情報の保護が重要になりますが、

IKIでは前述のとおり、いち早くプライバシーマーク

の使用許諾を受け、個人情報の保護活動に力を入れ

てきました。毎年、協力企業の社員を含め、個人情

報保護に関する教育を実施し、従業員の意識向上を

図っております。

個人情報保護教育に関し、2003年度は情報セキ

ュリティ及び個人情報保護のeラーニングシステム

を開発し、社内で実践いたしました。

2004年度も、コンテンツの内容を変えて、eラ

ーニングシステムによる教育を実施する予定です。

一方、これらのノウハウを基に、子会社((株)IKIア

ットラーニング)によるプライバシーマーク取得支

援サービスを開始しました。

まずは同業者、特に協力企業を中心に営業を行っ

ており、プライバシーマークを取得した企業が5社

あります。

実績としてはまだ少数ですが、引き合いは活発で

あり、現在プライバシーマーク取得支援サービス中

の企業が5社あり、2005年の年初の取得を目指し

ております。

今後は、他業種にも取得支援サービスの幅を広げ

ていく予定です。

通販会社・倉庫業・運送業からの引き合いもあり、

個人情報保護法の全面施行が追い風になるものと思

っております。

また、プライバシーマーク取得後のフォローメニ

ューとして、eライニングシステムの販売を加える

予定です。

このようにIKIは、個人情報の保護活動及び啓蒙活

動に、積極的にかかわっていきます。

2004．7．9

IKI個人情報保護管理者（CPO） 取締役 管理本部長　翁川　勇治

IKIは個人情報保護活動に関し、
プライバシーマークの許諾を受けています。
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段階にありますが、2005年には約80％に達すると予測され

ています。また、集合教育と比較して、eラーニングには多

くの優位性があると考えられています。受講者にとっては、

・いつでも、どこでも学べる。

・自分のペースで学習できる。

・自分の学習理解度を把握しやすい。

などの点で便利ですし、教育をする企業にとっても、

・コストや時間を大幅に抑えられる。

・講義とちがって、受講者の進捗・理解度が容易に把

握できる。

・短期間に大人数に均質な教育を提供できる。

といった点でかなりのメリットが期待できます。

〈「情報セキュリティeラーニングシステム」のご紹介〉
研究開発部は昨年からアイエックス・ナレッジ社内PM（プ

ライバシーマーク）教育システムの開発に携わり、教材製作

やeラーニングシステム構築に関するノウハウを蓄積してき

ました。また、「情報セキュリティを確保するためには教育

が欠かせない」という認識が企業の間で徐々に定着しつつ

ある現状を踏まえ、アイエックス・ナレッジの情報セキュリテ

ィ教育事業への参入を実現するため、今回の「情報セキュ

リティeラーニングシステム」の開発に至りました。

◆システムの概要と特徴

本システムは企業の全ての社員を対象に、情報セキュリ

ティに関する知識を効果的に学習できる環境を提供しま

す。アイエックス・ナレッジオリジナルのeラーニング教材が

インストールされたサーバをお客様の社内ネットワークに設

置し、受講者が自分の好きな時間帯でそのサーバにアク

セスして学習することを可能とします。また、教育担当者

は、本システムを通じて、受講者個人または部署単位の学

習進捗を確認することができます。

図 2 システム利用イメージ図

■特徴その1－受講者にとって分かりやすい学習内容

ただ文字が羅列されたコンテンツに対して、受講者は退

屈を感じて学習意欲が低下してしまうため、学習内容を読

み飛ばす状況がよく見受けられます。今回の研究開発で

は、鵜呑み教育から脱却することで、受講者の意欲を低下

させないよう対策を練りました。具体的には、「インタラクテ

ィブ性」と「顧客企業環境」の2つの視点から、教材製作に

取り組みました。

「インタラクティブ性」

ケーススタディを通じて、受講者は実際に発生が想定さ

れる事件・事故に対して、どのように対応すべきかを考え

ながら学習できます。

図 3 コンテンツ画面遷移イメージ

「顧客企業環境」

お客様企業の環境（役職名、部署名、セキュリティ関連

規程名など）に合わせて教材内容のキーワードが調整され

るため、受講者にとって教材内容を読解するには、用語を

置き換える必要はなく、理解しやすいコンテンツに仕上げ

ます。

図 4 教材内容拡大イメージ

■特徴その2－管理者にとって操作しやすい管理機能

本システムに余分な機能を付け加えず、担当者による受

講者管理の利便性、および、学習進捗状況確認のしやす

さに重点をおきます。

「ラクラク受講者管理」

管理画面に受講者情報を入力するだけで追加・修正で

きます。中途社員やアルバイトなどに対しても、随時教育を

実施できます。

「個人／部署単位で学習状況確認」

受講者個人単位はもちろん、部署単位での受講進捗と

結果を検索機能でいつでも確認・出力できます

〈企業内教育市場規模・今後への展望〉
ALIC※2が2004年1月から2月にかけて実施した「eラー

ニング活用実態・導入意向に関する調査」では、企業がe

ラーニングに投じる費用は研修費用全体の10％で、2008

年度までに倍増することが見込まれています。現在、導入

済みの企業が従業員1人当たりにかけている費用は、3,000

円ほどですが、これが2008年には約1万円に増加するとの

予測がでています。これらの調査結果から企業内教育に

おけるeラーニングの市場規模を算定すると、2004年の現

状で約385億円であり、2010年には1，500億円規模に達す

ることになります。

表 1 企業内教育市場規模

（出典：経済産業省 「平成15年度情報経済基盤整備」報告書）

アイエックス・ナレッジも大きくなるeラーニング市場に対

して、「情報セキュリティeラーニングシステム」製品を2004

年10月28日に投入予定です。リーズナブルな価格設定を

実現し、販売開始からの一年間で導入企業数を15社、1千

200万円の売上を目指します。また、セキュリティ市場の成

長を見込み、今後教育コンテンツのラインアップ（例えば、

個人情報保護教育関連のコンテンツなど）を充実させ、サ

ービスのターゲットを一般企業だけではなく、中央省庁や

地方自治体に広げていく予定です。

関連サービス：個人情報漏洩監査サービスの
ご案内

「情報セキュリティeラーニングシステム」の導入効

果をより一層高めるには、個人情報漏洩の危険性が

どの程度なのかを把握する事も重要です。

アイエックス・ナレッジでは個人情報漏洩の危険性

を調査・測定する監査サービスも提供しております。

（サービスの特徴）

①調査方法にハッカー達が実際に用いている侵

入調査手法を採用。

②各種セキュリティ認証規格（経済産業省　情

報セキュリティ監査基準、ISMS適合評価制度

（JIS X 5080:2002）、プライバシーマーク

（JIS Q 15001:1999））に基づく監査項目。

③個人情報漏洩時の予測被害金額と発生の可

能性を算出。

④脆弱な部分に対する改善策も併せてご提供。

「情報セキュリティeラーニングシステム」導入の際

に併せて、当サービスを実施される事をお奨め致し

ます。

※2 先進学習基盤協議会（Advanced Learning Infrastructure Consortium）
参考URL: http://www.alic.gr.jp/
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本年は、アイエックス・ナレッジ株

式会社が創立して5周年になります。

当誌も発刊第8号を迎え創立5周年特

別記念号となりました。従いまして、

当社が歩んできた道を振り返りなが

らいつものナレッジ読本に入りたい

と思います。

●コンピューターと半世紀

ご承知のように当社は、アイエック

ス（IX）と日本ナレッジインダストリ

（JKI）が合弁して創立された会社で

す。JKIに関しては他のコーナーでも

で紹介されていると存じますが、私

はこのページを借りてIXの創業者と

してのお話をすることに致します。

私とコンピュ－タ－との出会いは

1952年のことですから、今から52

年も昔のことです。当時はIBMのパ

ンチカ－ド・システムの全盛時代で、

まだ“コンピューター”と言う言葉も

単語もありませんでした。呼び方と

しては単にカリキュレ－タとかアカウ

ンティングマシン或いはデータプロセ

シング・システム等と呼ばれておりま

した。コンピューターの第一号機と

言われているENIAC（Electronic

Numerical Integrator And

Calculator）が発表されてから僅か

5年程しか経っていない頃ですから当

然のことでした。

その後、数年が過ぎ愈々旧来の外

部配線盤の配線によるアウトプログ

ラミングマシンと、本体の内部にプ

ログラム設定を可能にしたストアード

プログラミング・コンピューターの出

現で、両機両用の時代が到来しまし

た。その当時は旧来のパンチカ－ド方

式を“バンチカード・データプロセシ

ング・システム”（PCDPS）、新機械

方式を“エレクトロニック・データプ

ロセシング・システム”（EDPS）と命

名されていました。

この頃、アメリカでは「DPマン」と

呼ばれている人達が居りました。云

うなれば今のIT業従事者が珍重され

ていて相当な高給を貰っていると云

う話を多くの米国のビジネスマンか

ら聞いておりました。彼らは、遠か

らず日本にもその時代が必ずやって

来るであろうと云っておりました。

更に数年を経て予言通りに日本の大

企業でもEDP室やDP部が存在する

ようになり、更に数年を経て1964

年東京オリンピックの年に独立して、

一人で株式会社データー・プロセス・

コンサルタント（DPC）を設立したの

です。

本来この社名は私の前職における

職名であり、これから採用する予定の

全社員の職名でもあり、コンピュ－

タ－に関するコンサルタントのプロ

集団でありたいとの思いが込められ

ているのです。

その後、21キャラクタ－を有する

社名が余りにも長すぎ、上場時に株主

を始めとして皆さんに不便をお掛け

す る と し て 、ア イ エ ッ ク ス

（IX：:Infinity X[代数の未知数であ

るXYZのX]＝無限の可能性）に変え

たのです。

ちなみに、蛇足ながらこの社名は

あ行の3文字から始まる為に期せず

して、上場時に全ての株式会社四季報

の目次のトップに載ることになった

のです。

これからも永い間の信用と実績、そ

して無限の可能性を充分に持ち合わ

せているIKIの益々の隆昌を心から祈

念して止みません。

◇

さて、ナレッジ読本を始めることに

いたします。前回お約束した遊びの

話の続きですが西洋のトランプと日

本の花札が終わり、今回は中国の麻雀

でした。そもそも麻雀はいつごろか

らあったかと言いますと、泰の始皇

帝（BC259－210）の時代と言いま

すから今から凡そ二千数百年も昔の

ことになります。

●宝石や金・銀製の豪華牌

エンペラ－始皇帝は大の“女好き”

で、お妾さんが三千人いたと伝えられ

ています。三千人は語呂合わせで云

われたこととしても、皇帝が住んでい

る宮廷には数千人の女官が居たと云

うことは事実です。日本の将軍のし

きたりである大奥の生活もこれに倣

ったのかもしれません。それらの女

官は一生涯宮廷から出られず,そこで

生活をして一生をおわるのです。

これからの女官となる女性の生家

にとっては、またとない名誉なこと

で、女官になると定められた女児は3

～4才の頃から足を包帯で巻き、その

小さな足の儘で少女期を迎えるので

す。この風潮は一般市民にもあった

ようで、纏足（テンソク）と言って上

流階級の男性から特に好まれたよう

です。それは、女児の足の儘の纏足女

性は歩くことが不自由で遅いので、定

められた男性から逃げ出させない為

とも云われています。

話は横道に逸れましたが、ともあれ

麻雀は、それらの上流階級の女官が、

皇帝のお召しがあるまでの暇な時間

を過ごす為に考案された遊び道具と

云われております。道具としては四

角い卓が一卓、それに牌（パイ）と云

われる象牙に竹皮を張りつけた四角

のキャラメルに似た固形のカ－ドと点

棒、競技は四名で行われます。勿論、

牌は竹を張らない象牙だけの高級な

ものもあり、その他にも金製、銀製、

その他各種の宝石製等、実用よりもむ

しろ飾り物として造られたものもあ

ります。

それでは先ず、麻雀という言葉の

由来についてお話しましょう。この競

技が始まる前に必ず牌同士が片寄ら

ない為に卓上で競技者四人全員が両

手でよく攪拌致します。これを洗牌

（シ－パイ）と云いますが、その時の

竹の皮が張られた象牙の牌同士の摩

擦音が、密集した麻畑の中を無数の

雀が通り抜ける時の音によく似てい

るところから名付けられたものです。

今は洗牌も機械によって自動式にな

り、牌もプラスチック製なのでこの音

も聞けなくなってしまったことは少

し残念に思われます。

これからは、牌の種類と競技の説

明に入りますが、殆どの言葉が中国

語なので日本語になったものと中国

語の儘のものもありますので、出来る

だけ括弧内で注釈を付したいと思い

ます。このことは退社後の麻雀同好

会参加者が、“中国語研究会”と云って

いることでもお分かりと思います。

牌の種類とその数ですが、全ての

種類の牌は同じものが4枚ずつあり、

大別すると7種類の字牌（ジパイ：中

国語読みでは、ツ－パイ）各4枚で計

28枚、3種類の数牌（カズパイ又はス

ウパイ：中国語読みでは、シュ－パイ）

が1から9まであり、各4枚で計108

枚。合計すると全部の牌は136枚で

構成されています。

●象徴的な白粉・黒髪・口紅

先ず字牌ですが、更に分けると2種

類あり東南西北（トン・ナン・シャ－・

ペイ）から成る風牌（カゼパイ：フォ

ンパイ）と白發中（ハク・ハツ・チュン）

の三元牌（サンゲンパイ）です。

これらの謂れは、風牌については

東西南北の夫々に門がある宮廷の真

中からの方角を表し、女官達にとって

は自分達の故郷の方角に向かって望

郷の想いを馳せたのかも知れません。

三元牌の“白”は字に彫りが無く、只

の真っ白なので“シロ”、“ハク”又は

“白板”（パイパン）とも云われ、女官

に限らず女性が塗る白粉を模したも

ナレッジ読本ナレッジ 読本

安藤　多喜夫

⑧

中国数千年の知恵
始皇帝の女官たちの遊戯から



荒木　厚
うスポーツ存立の原理・原則を、長年ないがしろにし

てきた球界へのブーイングではなかったか。

とりわけ子供たちにとっての疑問ないし不思議はき

っと、「なぜ、よそのチームの4番打者やエース・ピッ

チャーを平気で集めてくるのだろう…」という点ではな

いか。子供の遊びでも、敵味方に分かれた組の「大

将」が相手方に寝返ったら「○○くんはズルい！」と非

難され、「こんな遊びはつまらないから、やーめた！」

ということになるだろう。

野球中継のTV視聴率の低迷は日本人プレーヤー

が活躍するメジャー人気だけではなく、戦力が著し

く不均衡のゲームに興趣がそがれたからにほかなら

ない。4番打者ばかりを集めたことで、ホームランで

しか点が取れない“大味な野球”がそれに拍車をか

けた。

◇

もちろん、スポーツといえどもプロであり事業法人

である以上、球団が収益を追求することは非難でき

ないし、収益のためには自由競争の原則にのっとり

「勝利」のためにあらゆる手段を講じる、と言う姿勢

は間違いではない。ただし、一定の限られた市場で、

特定事業者が他とかけ離れた競争力を持ち市場を

支配したらどうなるだろう。

今後、日本プロ野球の市場が拡大するケース、す

なわちファン人口・地域がたとえば衛星放送を通じて

アジア圏などへ拡大するという可能性は無くはない

だろう。しかし当面の市場規模は、もう30年も前に頭

打ちとなった現行規模で推移することは間違いない。

むしろ、サッカー等の台頭によって縮小気味の市場で

ある。その中で、独占的シェアをもつ企業が横暴を

深めたらどうなるのか。需要家はさほどドキドキしな

い味気ない「商品」を提供され、“次回商品”への期

待感を失い、いずれ市場から消えていく。

ことは野球にとどまらない。独占禁止法や世界貿

易協定を引き合いに出すまでもなく、市場原理に基

く適正な競争が原則であり、「フェア」こそ現代社会

の最優先ルールなのである。

（広報・IR担当）

プロ野球がまた、日本社会の構造的問題点、鮮や

かに巧みに映し浮かび上がらせた。

今シーズン半ばに表面化した近鉄・オリックスの合

併を軸とする球界再編への動きは、ついにプロ野球

70年の歴史で初めて、そして、わが国初の「プロスポ

ーツのスト」という事態を招いた。選手会の代表たち

が眉間にしわを寄せて球団経営者たちと渡り合う“団

交”の場面は、爽やかさを売りモノにするスポーツ選

手にして、ファンには馴染みにくい光景だったが、選

手たちの真摯な言動は野球ファンのみならず国民大

半の支持を得て、遂に経営者側の譲歩を引き出し

た。ストは2日間（9月18・19日）にとどまり、事態は9

月24日現在、収束の方向に向かっている。

「はじめから1リーグ制移行のシナリオがあった

…」など、ここに至った要因・経緯については、おお

むね巷間伝えられている通りだろう。大半の球団の

赤字経営はいまに始まったことではないが、今回は、

ここ数年のサッカー台頭や大リーグ人気のあおりで

プロ野球人気が低下し、球界全体としてのビジネスモ

デル崩壊という危機感がベースにあった。

◇

日本のプロ野球が、特定の球団を中心に運営さ

れ、その親会社グループの事業に貢献する役割を果

たしてきた側面は否めない。とくに近年は特定球団が

優れた選手をほぼ独占し圧倒的な戦力によって球界

を支配してきた。主催ゲームは言うに及ばずビジター

ゲームにおいても満員の観客と莫大な全国放送権収

入をもたらすその人気に、他球団も頼らざるをえなか

った。その結果、球界運営ルールも特定球団の利益

誘導のために書き換えられてきた。

昭和40年秋に導入された新人選手のドラフト制は、

契約金の高騰抑制と併せて、そうした戦力偏重を平

準化する狙いがあったが、それもやがて骨抜きにさ

れ、さらに選手移籍に関するFA制の導入など球団の

資金力が支配するルールが導入されるに及んで、戦

力の特定球団への集中・偏重は決定的となった。

ファンのブーイングは、こうした異常な球界に対す

る疑問が根底にあったと思う。それは「フェア」とい

columncolumn
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のです。“發”は字で彫られていて、そ

の彫り溝に緑色の染料が埋められ、美

しい女性の髪になぞられた緑の黒髪

を表しています。“中”は彫り溝が真っ

赤に埋められ、女性の口紅を表してい

ます。

これら三元牌の発想は如何にも上

流女官達が考えたものであることが

頷けます。

又、数牌3種類の一つの“索子”（ソ

ウズ）には悲しい意味が込められてお

ります。索とは竹のことで、2から9

は竹の本数で表し9索（キュウソウ）

は、竹が横に3本、縦に3本に彫られ

ていて、ちょうど鳥籠を表し、1索

（イ－ソウ）は綺麗な色鮮やかな模様

の鳥が描かれ、9索の籠から逃げられ

ない籠の鳥と同じ運命の自分達を嘆

き、籠の鳥であっても緑の黒髪に、顔

には白粉を塗り、口紅を挿して美しい

孔雀のようになり、せめてもの慰めに

したものと思われます。

最近のル－ルでは英字のMの下に

Mのサカサマ を配した8索（パ－ソ

ウ）が捕われた哀れな籠の鳥を逃がす

ことを放鳥(ホウチョウ)と称してゲ－

ムを盛り上げている向きもあるよう

です。

萬子（マンズ）も1から9まで揃って

おり、金品の萬を表しています。

筒子（ビンズ､又はトンズ）は宮廷内

の女官達の地位、階級のシンボルマ－

クを表し、数牌3種類の1と9と字牌

を総称して、 （ヤオ：日本語にはあ

りませんが、字は公のハが左上のノだ

公�

M

けの字です）九牌と云い、数牌3種類

の1と9は老頭牌（ラオトウパイ：ロ

ウトウパイ［有効数字で一番数が少な

い数の1と一番数が多い9のこと］）と

呼びます。言い換えれば1が頭牌（ト

ウパイ［最年少］）で9が老牌（ラオパ

イ：ロウパイ［最長老］）と云うことで

す。2から8のことは中張牌（チュウ

チャンパイ)と呼び、ヤオ牌が無い意

味での断 （タンヤオ）と云います。

●大三元・四喜和・字一色…

上がり方は簡単に云えば同じ牌3

枚か、同じ種類で順序の並んだ3枚を

1セットとして、4組の12枚と麻雀頭

と云われる同じ牌2枚の計14枚が揃

ったら上がりになります。そして定

められた得点を3人から貰えます。そ

の時、断 で上がると得点は倍にな

り、これを役と云います。今回は競技

の方法よりこの役の名称の説明を重

点的に致します。麻雀の役は数多く

ありますが、その代表的な大きな役

を紹介しましょう。

・大三元（ダイサンゲン：タ－サンゲ

ン）三元牌が3枚ずつ3組揃ってさ

えいれば他はどんな牌でも良い。

・四喜和（ス－シ－ホウ）全ての風牌

が3枚ずつ4種類揃っている。

・字一色（ツ－イ－ソウ）字牌だけが

3枚ずつ4種類揃っている。
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・清老頭（チンロオ－トウ：チンラオ

トウ）一と九だけの数牌が3枚ずつ

4組揃っている。

次に特殊な役を挙げてみよう。

・七対子（チィ－トイツ）どんな牌で

も2枚ずつ七組揃っている。

・十三 九（シーサンヤオチュー）全

ての字牌7種7枚を1枚ずつと6枚

の老頭牌に麻雀頭1組（13面上が

り）

・九連宝灯（チュ－レンボウトウ）こ

れは萬子の例ですが崇、筒子でも

出来ます。（9面上がり）

麻雀の役はこの他にも沢山ありま

すが，歴史的にも素晴らしい九連宝灯

の話から偉大なる中国数字への旅は

次回に譲ることにします。

私は幼少の頃、父から麻雀を教え

て貰ったのですが、考えてみると今

年で麻雀歴は馬齢を重ねて68年目に

なってしまいました。

それでは半年後を楽しみにして下

さい。

（アイエックス・ナレッジ（株）相談役）
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ナレッジ読本

「フェア」というルール「フェア」というルール


